
　 別紙１

１．継続事業の前提に関する注記

　　　該当なし

２．重要な会計方針
　
　（１）　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　①　満期保有目的の債券等・・・・・償却原価法（定額法）
　　　②　上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・･･決算期の市場価格に基づく時価法

　（２）　固定資産の減価償却の方法
　　　①　有形固定資産（リ－ス資産を除く）・・・・・定額法
　　　②　無形固定資産（リ－ス資産を除く）・・・・・定額法
　　　③　リ－ス資産
　　　　a）　所有権移転ファイナンス・リ－ス取引に係るリ－ス資産

・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　　b）　所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引に係るリ－ス資産

・・・・・リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　　　ｃ）　リ－ス総額が３００万円以下またはリ－ス期間が１年以内のリ－ス取引

・・・・・通常の賃貸借の方法により処理している。

　（３）　引当金の計上基準
　　　①　退職給付引当金・・・・・職員に対して将来支給する退職金のうち、法人の負担する香川県民間

　　　　　 社会福祉施設職員等退職手当共済制度掛金累計額を退職給付引当金
　　　　　 に計上する。   

　（４）　消費税等の会計処理
　　　　  　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

　（５）　リ－ス会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引
　　　　  　引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

３．重要な会計方針の変更

　　　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

　　　 ○　 独立行政法人福祉医療機構退職手当共済制度
　　　 ○　 香川県民間社会福祉施設職員等退職手当共済制度

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サ－ビス区分

　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　（１）　法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）
　（２）　事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）
　　　 当法人では公益事業・収益事業を実施していないため作成していない。
　（３）　社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号

　　　　　　　　　 第３様式）
　（４）　各拠点区分におけるサ－ビス区分の内容
　　　ア．　法人本部拠点区分（社会福祉事業）
　　　　　「本部」
　　　イ．　ウインドヒル拠点区分（社会福祉事業）
　　　　　「生活介護サ－ビス」
　　　　　「施設入所支援サ－ビス」
　　　　　「短期入所サ－ビス」
　　　　　「就労継続支援Ｂ型サ－ビス」
　　　　　「思いやりネットワ－クサ－ビス」

計算書類に対する注記

（法人全体）



　　　ウ．風見の家拠点区分（社会福祉事業）
　　　　　「風見の家サ－ビス」

６．基本財産の増減の内容及び金額

　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
136,230,300 0 0 136,230,300
285,889,331 0 8,359,503 277,529,828
50,170,551 0 8,956,472 41,214,079

472,290,182 0 17,315,975 454,974,207

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　　該当なし

８．担保に供している資産　

　　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

　　　   土地（基本財産） 　
　　　　 建物（基本財産） 　

　
計

　　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

　　　　 設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）
（独）　福祉医療機構

　計

９．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）
取得価格 減価償却 当期末残高

累計額

　土地 136,230,300 0 136,230,300

　建物－基本 361,219,439 83,689,611 277,529,828

　建物付属設備－基本 153,563,334 112,349,255 41,214,079

　建物 2,706,159 1,152,318 1,553,841

　構築物 47,105,886 28,096,181 19,009,705

　車両運搬具 10,696,312 9,937,109 759,203

　器具・備品 24,946,479 15,003,371 9,943,108

　機械・装置 8,471,780 2,751,516 5,720,264

　無形固定資産 397,000 149,499 247,501
745,336,689 253,128,860 492,207,829

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）
債権額 債権の

当期末残高

18,337,762 18,337,762
18,337,762 18,337,762

　　　建物

合　　　　　　計

　　　

　　　

　事業未収金

合　　　　　　計

徴収不能引当金
の当期末残高

0
0

20,000,000
20,000,000

214,420,490
28,846,658

356,662,848

基本財産の種類

　　　建物付属設備
合　　　　　　　　計

113,395,700

　　　　 建物付属設備（基本財産）

　　　土地



１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

（単位：円）
帳簿価額 時　価 評価損益

１２．関連当事者との取引の内容

　　　関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

法人 事業の 議決権
種類 等の 住所 資産総額 内容又 の所有 役員の 事業上 取引の

名称 は職業 割合 兼務等 の関係 内容
該当なし

（単位：円）
　

取引金額 科目 期末残高
　 　

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

１３．重要な偶発債務

　　　　 該当なし

１４．重要な後発事象
 

　　　　 該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明
　 らかにするために必要な事項

　　　　 該当なし

合　　　　　　計

関係内容

種類及び銘柄
　　該当なし



　（３）　社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号


